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令 和 4 年度 以降 3 年 間 の 地方 一 般 財源 総額 に つい て は 、「 経 済 財政 運営 と 改革 の 基本 方 
に お いて 、 令 和 3 年 度 地方 
準 を 確 介する と され て いる が 、 
いる 現状 を 踏ま ほえ 、 他 の 地方 歳出 


li 





実質 的 に 同 水 
E 度 邊 大 | ほ 
ト 分 な 総額 を 
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る が す 見 直し は 
コロ ナウ イル ス 
の 責任 に お いて 
































期限 の 到来 を も っ て 





締 庄 。 


課税 標準 額 を 令 


令 和 3 年 度 限り と する こと 。 
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軸 し まず すら 


自動 車 税 の 環境 性 能 割 の 臨時 的 軽 


方 税 又 は 地方 譲与 税 と し て 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 


eg Ge ea le 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 外務 大 臣 厚生 労働 大 臣 
ne’ 環境 大 臣 防衛 大 臣 沖縄 及び 北方 対策 担当 大 臣 

【 件 名 】 沖縄 戦 戦没 者 の 遺骨 等 を 含む 土砂 を 埋め 立て に 使用 し な いよ う 求 め る 意見 
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先 の 沖縄 戦 で は 、 一 般 住 
まし た 。 和 ォ 満 市 摩 文仁 の ヨ 





け 


















































刻 銘 さ れ て いま す 。 


系 滴 市 摩 文 仁 を 中 心 ! 


の 尊 さ を 誰 識 し 、 
が 国 唯 





























な っ た 人 ん 々 と 兵士 の 遺 


れ て いま す 。 
いま 、 





の 「 沖 縄 戦跡 国 


こう し た 状況 の な か 、 


こ 広 が る 
圭 を 


定 公園 





戦没 者 の 





























F 和 記念 公 
区 別 な く 、 岩 手 県 出身 者 685 名 を 含め て 、 


南部 地域 は 
慰め る た め に 、 
」 と し て # 


民 を 巻き 込ん だ 悲惨 な 地上 戦 が 行わ れ 、 多 く の 尊 い 
、 国 籍 や 軍人 、 民 間 人 の 





園内 に ある 「 平 和 の 礎 」 に は 




















、1972 年 の 本 土 復帰 
自然 公園 法 


定 さ れ て いま 





に も と づ 


















































局 は 、「 辺 野 古 新 


基地 建設 の 海域 埋 


置 朋 が 残さ れ て お り 、 戦 後 76 年 が 経過 し 








戦争 で 犠牲 に な っ た 人 々 の 遺骨 が 入っ た 土砂 を 、 















































て いま す 。 こ れ は 


の で あり 、 人 道上 話さ れ な いこ 
沖縄 戦 で 亡くな っ た 77, 458 名 の 
年 た ち で す 。 こ の こと は 沖縄 だ け の 問題 で は な いと 考え ま 

よっ て 、 人 道 的 ・ 倫 理 的 観点 か ら 
ます 。 








し な いよ う 求 め 








以上 、 地 方 用 














1 沖縄 戦 戦没 者 の 遺骨 等 

















国 の た め に 








立て 























治 法 第 99 条 の 規定 に 














計画 」 























命 が 失 われ 





に 伴 
。 同 地域 


と 今 で 


に よっ て 採取 し 、 埋め 立て に 使 
こ 尽 く し た 犠牲 者 の 骨 や 血 の しみ込ん だ 土砂 を 埋め 立て る も 





沖縄 線 な ど で 亡 く な られ た 24 万 1, 632 名 の 氏名 が 


い 、 戦 争 の 悲惨 さや 命 
き 、 戦 跡 と し て は 、 ね わ 
で は 、 沖 縄 戦 で 犠牲 に 
も 戦没 者 の 収 衣 が 行わ 





















































沖縄 防衛 
1 し よう と し 























どど です ず 。 





本 兵 は 、 岩 手 も 含 め て 、 全 


















































国 か ら 沖 縄 に 派 


を 含む 土砂 を 埋め 立て に 使用 
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、 沖 縄 戦 戦没 者 の 遺骨 等 




















基づき 意見 書 を 提 
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里 め 立て に 使用 し な いこ と 。 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 3 年 9 月 28 日 
参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 農林 水産 大 臣 経済 産業 大 臣 
環境 大 臣 復興 大 臣 
【 件 名 】 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 に お ける ALPS 処 理 水 の 海洋 放出 決定 を 撤回 
し 、 安 全 な 処理 ・ 保 管 方 法 の 確立 を 求め る 意見 書 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 








2021 年 4 月 13 日 、 政 府 は 東京 電力 福島 第 一 原発 事故 に 人 
理 水 」 を 海洋 放出 する 方 針 を 決め まし た 。 今 臣 


















































民 の 強い 反対 や 懸念 が ある な か 、 「 関 係 者 の 理解 な し に 
政府 ・ 東 京 電 力 と 地元 漁業 者 と の 約束 を 反故 に し た も の で あり 、 極 め て 問題 で す 。 
「ALPS 処 理 水 」 は 、 通 常 の 原発 か ら 放 出さ れ て いる トリ チ ウ ム 水 と ! 





ム ば か り で は な く ト リチウム 以外 の 基 
ンチ ウム 90 等 ) の 存在 が 指摘 され て お り 、 体 内 に 取り 
性 に つい て 専門 家 が 警鐘 を 鳴ら し て いま す 。 

この まま 処理 水 の 海洋 放出 が 行わ れれ ば 、 
り 、 漁 業 ば か り で は な く 、 地 域 経済 が 大 打 





































































































に は いか な る 処分 

















: 準 値 を 超え る 核種 ( 魚 





や 人 の 骨 に 蓄積 され る スト ロ 
込ま れる と 「 内 部 第 ば く 」 す る 危険 


E う 「ALPS (多核 種 除去 装置 ) 処 
回 の 決定 は 、 地 元 三陸 の 漁業 者 は も と より 国 
を 行わ な い 」 と する 




















さま 異な り 、 ト リ チ ワ 























た る 東日本 大 震 災 ・ 原 発 事故 か ら の 復興 に 向け た 関係 者 の 懸命 な 努力 を 、 








する 軒 か な 行為 で す 。 





提供 と ぁ あわせ て 、「 関 係 者 の 理解 な し に は いか な る 処分 




















を 果たす こと に 全力 を 傾注 する と と も に 、 汚 染 水 の 安全 な 処理 ・ 





る よう 求め ます 。 




















よっ て 、 牙 府 と 東京 電力 は 、 汚 染 水 の 海洋 放出 を 抽 速 に 行わ ず 、 ま ず は 
) も 行わ な い 」 と し た 関係 者 と の 約束 











三陸 の 漁業 関係 者 に と っ て 「 死 活 間 題 」 で あ 
撃 を 受け る こと は 必 玉 で す 。 これ まで 10 年 に わ 








一 瞬 に し て 無 に 








、 正 確 な 情報 の 















































管理 方 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提 H 
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1 福島 第 一 原発 か ら 発 生 す る ALPS 処 理 水 に つい て 、 

















係 者 の 了解 の な いま ま 海 消 

















2 ALPS 処 理 水 の 安全 な 処 2 








E 放 出 を し な いこ と 。 
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正確 な 
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報 を 提供 





分 方 法 が 決定 する まで 安全 な 貯槽 保管 と し 、 


























法 を 早急 に 確立 す 


する と と も に 、 関 


海洋 放出 を し な い 





